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認知症基本法

第十七条 国及び地方公共団体は、認知症の人の意思決定の適切な支援及び権利
利益の保護を図るため、認知症の人の意思決定の適切な支援に関する指針の策定、
認知症の人に対する分かりやすい形での情報提供の促進、消費生活における被害
を防止するための啓発その他の必要な施策を講ずるものとする。



認知症と軽度認知障害の全国推計
認知症患者数 462万人 軽度認知障害 400万人

65-69 70-74 75-79 80-84 85-89 90-94 95-

0

20

40

60

80

100

認知症、軽度認知障害の年齢別有病率

軽度認知障害

認知症%

厚生労働科学研究費補助金（認知症対策総合研究事業）
総合研究報告書「都市部における認知症有病率と認知症の生活機能障害への対応」（代表：朝田隆）2012年



認知症の原因疾患の内訳

厚生労働科学研究費補助金（認知症対策総合研究事業）
総合研究報告書「都市部における認知症有病率と認知症の生活機能障害へ
の対応」（代表：朝田隆）2012年

アルツハイマー型認知症

血管性認知症

レビー小体型認知症

前頭側頭型認知症

アルコール性認知症

混合型認知症



アルツハイマー型認知症

• 老人斑、神経原線維変化

• 海馬、側頭葉、頭頂葉の機能低下、萎縮

• 認知機能、日常生活機能が年単位でゆっくりと低下



アルツハイマー型認知症の症状と経過

• 発症前期

– うつ、軽いもの忘れ

• 初期

– もの忘れ、日付を忘れる→銀行や買い物などでトラブル

• 中期

– 言葉が出ない、服が着れない、トイレの失敗

– 歩行障害、筋肉が硬くなって動かしにくい

– 今いる場所や親しい人を思い出せない

• 後期

– 言葉が出ない

– ねたきり
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5年

7年
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会話の内容を理解できなかったり、自
分の思いをスムーズに伝えられなかっ
たりする

状況に応じた行動をとったり、計画立
てて作業したりするのが難しくなる

目の前の対象物と自分の距離がつかめ
なくなったり、自分のいる位置が把握
できなくなったり、道に迷う

作業を続けたり、必要な対象にだけ意
識を向けたり、同時に複数の対象に注
意を払うのが難しくなる

得た情報を覚えておいたり、必要なタ
イミングで思い出したりできなくなる

認知症でみられる認知機能障害

時間や日付、場所の感覚が曖昧になる

見当識障害 記憶障害

注意障害 視空間認知障害

実行（遂行）機能障害 言語障害



気づきから診断までの期間

認知症の人と家族の会編著「認知症の診断と治療に関するアンケート調査報告書」（2014）

３６％の人が受診までに１年以上かかり、２０％の人が
受診してから診断までに１年以上かかっている



認知症による能力低下に自分は気づかない

病識得点

人数

N=118

N=47

N=17

• 認知症発症の2.6年前から自分の記憶障害を認識しなくなる（Wilson RS et al., 
Neurology, 2015）

• アルツハイマー型認知症患者では、自らの記憶力を家族の評価より高く見積っている
（Oba, Aging Ment Health, 2018)

AD: アルツハイマー型認知症
MCI: 軽度認知障害
NC: 健常者



金融能力の自己認識（病識）

Gerstenecker et al. (2019). Anosognosia of financial ability in mild cognitive impairment. 
International Journal of Geriatric Psychiatry, 1-8, April.
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診断別に本人とパートナー評価を比較
値がマイナスの場合はパートナーに比べて本人の評価が良い

(Z値)

弘前大学 大庭輝准教授作成



経済活動に伴うトラブル

認知症発症に伴う経済活動のトラブル n %

不要な買い物
(例 同じものをいくつも購入する)

18 58.1

不当な契約
(例 高価なものを訪問販売で買ってしまう。不必要なリフォーム工
事を契約してしまう。)

3 9.7

浪費
(例 高価なものを買う。普通では考えられないような寄附をする。)

2 6.5

その他 7 22.6

不明 6 19.4

N = 105, 複数回答可

(Oba H, et al., The Economic Burden of Dementia: Evidence from a Survey of Households of People with Dementia 
and Their Caregivers. Int J Environ Res Public Health, 2021)



金融機関における
認知症対応の課題

第37回日本老年精神医学会
第41回日本認知症学会学術集会

2022年11月25日（金）

京都府立医科大学大学院医学研究科精神機能病態学

樋山 雅美



金融機関高齢顧客対応ワーキング・グループ

企業名

都市銀行 みずほ銀行、三井住友銀行

地方銀行 京都銀行、伊予銀行

信用金庫 京都信用金庫

信託銀行 三井住友信託銀行

損害保険会社 SOMPOホールディングス

生命保険会社
第一フロンティア生命保険、三井住友プライマリー生命保険、住
友生命保険、日本生命保険、イオン・アリアンツ生命保険

その他

大日本印刷、みずほリサーチ＆テクノロジーズ、金融財政事情研
究会、マネーフォワード、アスコエパートナーズ、LITALICO、世
界経済フォーラム第四次産業革命センター

※会議運営 京都府立医科大学、日本意思決定支援推進機構

■金融機関における認知症対応の向上を目指して活動（2019年～）

2023年12月時点



金融機関高齢顧客対応ワーキング・グループ

■第Ⅰ期 ■第Ⅱ期

■第Ⅲ期

・認知症対応で直面する課題や対応策
の共有
・金融業界における意思決定支援の現
状の把握
・本人の意思を汲み取る
工夫の検討

・事例検討
地域包括支援センターにつなぐ方法
意思の保存
認知機能と金融取引の関連の検討
判断能力評価の導入
能力評価のための会話

・認知症に備えるタイミングの検討
・企業間における情報共有の課題
・マイナポータルの利用可能性

金融機関高齢顧客対応
ワーキング・グループ 報告書

【PDF版】ダウンロード可能
https://www.dmsoj.com/report
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→情報を正確に理解できるか

→自分への影響を把握できるか

→自分に合った選択ができるか

→揺らぎなく意向を伝えられるか

意
思
決
定
能
力
の
要
素

■必要な費用を理解できているか
■支払い（タイミング等）を理解できているか
■契約やサービスの内容、期間を把握できているか
■契約の条件を認識できているか
■契約の取消や苦情申立ての窓口を知っているか

■契約・購入の理由を明確に答えられるか

■契約・購入後の生活の変化が分かっているか

■短期間で意思の変動がないか

確認内容の例







https://www.dmsoj.com/

一般社団法人「日本意思決定支援推進機構」業務概要図

適切なデシジョンエイドの作成 第三者の役割

意思決定支援

支援者の役割

医療同意 遺言

日常金銭管理契約

• リスクの説明・必要性の訴求
• ケースに応じたナッジの活用
• 本人が選択する内容・結果をフィード

バック

• 公正なリスクの説明
• 重要かつ有効な治療・サービ

スを受けてもらえるよう説得

• 提供者側と本人双方の
反応の記録

• 契約の公正さの証明

• 医療行為の妥当性・
必要性の確認

• 同意の妥当性保証
• ハイリスクな医療行為

提供時のリスク説明
の重要性

• 適合性原則
• 本人にとっての必要性確認
• 同意の妥当性保証
• ハイリスクな契約に関するリ

スク説明の重要性

• 本人にとっての必要性確
認（例：介護サービスの
有無・程度など）

• 電子マネーによる履歴確
認など

• 本人にとっての必要性
確認

• 同意の妥当性保証
• 遺言が及ぼすであろう

結果をフィードバック

事業内容・成果物

 2020年9月より三井住友信託銀行、京都信用金庫が正会員となり、事務局を京都信用金庫本店内に設置
 京都府から委託の意思決定支援研修
 金融機関職員向け検定試験（銀行ジェロントロジスト認定試験）

 2021年1月より開始、現時点で10,000名以上の受験）
 教材などの監修（第一フロンティア生命、凸版印刷）
 三菱UFJフィナンシャルグループ、ゆうちょ銀行予約型代理人制度の診断書の開発
 遺言能力スクリーニング検査
 認知機能チェックサービス
 2022年9月より住友生命が正会員に参加





（消費者庁HPより）
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プロジェクト概要図

D-3：高齢者が生涯にわたって自立的に経済活動ができる包摂的な社会経済システム構築

社会実装の方向性
福祉×金融による金融包摂の実現
認知機能低下に応じた円滑な金融サービスの利用

課題概要
自治体・金融機関の金融包摂への取組みを後押し
IT技術による認知特性理解と対人援助スキル習得

推進体制（コア）
慶應大学・京都府医大・FRONTEO・

i2medical／金融ジェロントロジー協会

連携予定省庁
消費者庁・金融庁・厚生労働省

年次計画
特にY1は体制整備に注力
・協力関係機関との連携基盤確保
・データ収集体制の確立

モデ
ル事
業

全国推進 研究会・全国会議➡関係省庁・業界団体・自治体等

自治体・福祉 金融機関

発見・
理解・支援

連携

介入
自律支援

発見機能強化
対人援助スキル習得

社協・
NPO

高齢者

技術
開発

①高齢者の経済判断能力のレーティング技術開発
②金融機関等における認知機能の判断等の技術開発
③顧客の認知機能に応じた経済取引支援方法の確立
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全体構成－４つのサブタスク

（２）キャパス
金融機関等における高齢者自身が経済活動における認知機能の低下
を把握する技術（判断能力のレーティング技術）の開発と社会実装

（３）リスク検出
金融機関等における高齢者の認知機能の判断・経済取引を支える技
術（リスクの推定と認知機能に合わせた対応技術）の開発と社会実装

（４）取引支援
金融機関等における認知機能の低下した高齢者の遺言作成支援ツー
ルの開発と社会実装

経済取引の対象か
ら排除されていた（
認知機能に問題の
ない）高齢者の取

引参加が実現

認知症の人の早期
発見、適切なケアと

サポートを担保

寛
容
性
と
自
律
性
の
向
上
・W

e
ll-b
e
in
g

の
最
大
化

開発技術と実装イメージ
（開発された技術を活用し、社会実装を行い、事例化した上で全国に展開）

想定される効果

（１）プラットフォーム
認知機能の低下を経験した高齢者の経済活動を見守り、支える社会経
済システムの確立と普及

モデル事業

個人情報の問題を
回避、福祉機関と
の速やかな連携

認知機能が低下し
た場合でも、サポー
トを受けながら経済
取引の機会を確保

経済活動・地域生活
から排除される高齢者

認知機能の低下はグラデー
ション上。主観的認知機能低
下と客観的認知機能の低下
の乖離で発生する問題

▼
認知機能が低下しても経済

活動ができるように見守り、支
える仕組み

認知機能の低下の
経済的影響

75歳以上で600兆円の金
融資産。うち100－200兆
円が認知症等の保有

▼
日本経済社会に深刻な影響

包

摂

的

コ

ミ

ュ

ニ

テ

ィ

の

確

立

全国推進会議

アプリ開発 実証

チェックシートβ版の教育ツール開発･アプリ開発 実証

チェックリスト開発･アプリ開発 実証
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（１）プラットフォーム

【スキームのポイント】
金融機関による早期発見・連携システムの構築
福祉と金融のニーズ交換で互恵関係（win-win）

【高齢者・家族等にとっての意義】…金融包摂
アウトリーチを含むFISの利活用による認知機能低下

時の安心円滑な金融サービスを享受

【金融機関にとっての意義】
FISの提供や相続承継など高齢者取引の推進
窓口現場のコストやリスクの負担軽減
家族や法定相続人など次世代との関係強化

【自治体・福祉にとっての意義】
早期発見に伴う地域福祉の増進・行政目標達成
FISによる福祉関係機関の負担軽減
金融機関との連携強化による個別支援・財源確保

【整備構築の進め方】
モデル事業の進化・深化→標準化（他業界にも）
関心の高い自治体を中心に全国展開に注力
関係省庁を巻き込み、法制度のあり方について提言

高齢者

金融機関

アウトリーチ（発見・連携）スキーム

自治体・福祉

家族

社会包摂のための新たな金融サービス
（FIS=Financial Inclusive Service）を共同開発

後見ニーズ発見

金融ニーズ発見
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（２）キャパス（キャパシティ・アセスメント&キャパシティ・パスポート）

【技術開発のポイント】
医療における意思決定能力評価（医療同意能力評

価）の理論を用いて、本人の金融取引における判断
能力を、取引内容ごとに客観的に確認する。

【高齢者や家族にとってのメリット】
＜本人のメリット＞
判断能力の「お墨付き」をもらうことで、自分の意思で、

自律的な金融取引、資産活用が継続できる。

＜家族のメリット＞
本人の様子から推測していた能力の状態を「客観的」

に知ることができるため、「遠方に住む家族の負担軽
減」にもつながる。

【金融機関にとってのメリット】
75歳以上の高齢顧客との取引時に求められる「上席

者の確認」や「家族同席」による勧誘のステップが省略
できる可能性があり、コストダウンにつながる。
「安全な資産運用」により、高齢者の保有資産を活か

すことができる。

高齢者 金融機関

想定される利用シーン（仮説）

■金融商品の内容の「理解」

■取引が自身に与える影響の「認識」

■自身の資産状況に合った「論理的思考」

■どのような取引を希望するかの「選択の表明」

■「取引可」 ⇒本人との取引を開始、継続
※「可」の場合も、半年～1年に1回程度の定期的な能力の確認機会を設ける。

同様の仕組みを持つ金融商品であれば、一定期間は再評価不要とする。

金融商品の購入希望

取引内容に応じた

判断能力の確認

■「要注意」 ⇒本人の同意を得て家族に同席を依頼
※本人のみとの契約が難しい場合も、現状の資産を安全に継続・活用できる仕組

みを検討・開発。

能
力
評
価

結
果
と
対
応
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